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法 人 タ ク シ ー 事 業 者 数 ６ ， ２ ３ １ 社
法 人 タ ク シ ー 車 両 数 １ ８ ８ ， ７ ９ ２ 台

福 祉 輸 送 限 定 事 業 者 数 １ ０ ， ４ ５ ５ 社
福 祉 輸 送 限 定 車 両 数 １ ３ ， ４ ０ ６ 台

個 人 タ ク シ ー 車 両 数 ３ ５ ， １ ５ ０ 台

� 事業規模 法人タクシー事業者のほとんどが中小零細企業

＊平成２９年３月末 国土交通省調べ

� タクシー車両数 ２３７，３４８台
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タクシー運転者数 ２８万９，３７３人 （平成２８年３月末現在 国土交通省調べ）

平均年齢 ５９．４歳 （平成２９年 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」）

① 運転者不足
● タクシー運転者の減少

Ｈ１８年 ３５７，７９４ 人 Ｈ２８年 ２８９，３７３ 人

② 運転者の高齢化の進展
● タクシー乗務員の平均年齢
Ｈ１８年 ５５．３ 歳 Ｈ２９年 ５９．４ 歳

② 普二種免許保有者の減少
● 普二種免保有者（Ｈ１９年以降は中型２種を含む。）
Ｈ１８年 １，１９８，７５８ 人 Ｈ２９年 ９３６，２７２人

③ 普二種免許保有者の高齢化
● ６５歳未満の普二種免保有者（Ｈ１９年以降は中型２種を含む。）
Ｈ１７年 普二免保有者の約５９％ Ｈ２６年 普二免保有者の約４３％
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� タクシー運転者の現況 運転者の高齢化と採用の困難化



１．法人タクシー事業の現状

２．地域の生活交通の維持・確保に向けたタクシー業界の取り組み

３．乗合タクシーに関する課題等

４．その他の取り組み

４



� 乗合タクシー

３ ６ ５ 日 、 早 朝 か ら 深 夜 ま で 個 別輸 送 、 面 的 輸送 に 対 応 で き る タ ク シ ー は 、
地域のニーズに応じた機動的なサービスを利用者の皆様に提供しています 。

乗合タクシーは、ワゴン型やセダン型のタクシー車両を使った乗合型の公
共交通です。

主に、バスが通行できない過疎地域等において生活交通を確保するため
に運行されていますが、このほかに空港と周辺町村を結ぶ空港型等もありま
す。

乗合タクシーには、バスのように定時・定路線で運行する路線定期型のほ
か、路線及び運航時刻は定めず、事前予約による自宅から訪問先等の要望
に応じてドア・ツー・ドア等で運行するデマンド型乗合タクシーもあります。

これらの乗合タクシーは、全国で４，１７４コース、１１，９４３台が運行していま
す。（平成２９年３月末現在）

平成２０年３月末に比べて、コース数で約１．８倍、車両数で約１．５倍の増
加となっています。

平成２９年３月末現在 国土交通省調べ
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【機密性２】

平成30年1月17日
決定

地域のタクシー事業者は、地域住民の生活交通を維持するため、乗合タクシーの運行に積極的に取り組んでいる。また、各タクシー協会では、協会役員等が自治体を訪
問して乗合タクシー導入についての提案等を行う「自治体訪問活動」に積極的に取り組んでいる。その取組みを更に強化するため、平成30年度から地方運輸局から支援
を得て自治体訪問活動等を行い、それを通じて把握した地域が抱える課題を集約・整理するとともに地域交通サポート計画を策定し、課題の解決に向けたタクシー事業者
として貢献できる取り組みを計画的に進めていく。

これまでの取組

乗合タクシーの導入等に向けた地域交通サポート計画の策定

• H28乗合タクシー4,174コース、11,943両
＜H20からコース数1.8倍、車両数1.5倍＞

•乗合タクシー事例集の作成
＜H28.2第1版、H28.10第2版、H29.10第3版＞

•各県協会役員・支部長等が約1,700自治体を
訪問し、乗合タクシーの提案を実施
＜各版毎に計3巡実施＞

•自治体との連絡体制を構築

H30年度の取組

各県協会役員・支部長等が地方運輸局・
支局と連携して約1,700自治体を訪問
各地域における地域交通の課題・地域住民
のニーズを具体的に把握

地域交通の課題解決に向け、 ICTの積
極的な活用などを通じてタクシー事業者
が貢献できる取組をとりまとめ
地域交通サポート計画を策定し、自治体
に提案
地方運輸局支援・協力を得ての自治体
訪問活動の継続実施
地方運輸局のサポートを受け、PDCAサ
イクルに沿って計画の着実な取組を実施

地方運輸局

集約・整理した内容と併せ
て国土交通省における地
域交通に関する検討内容
を各協会にフィードバック
各協会の行う計画の着実
な実施への支援

H31年度以降の取組

タクシー協会乗合タクシーの事例集第４版作成
（9月）
各協会が行う地域交通サポート計画
に関する国交省の支援依頼
（９月）

全 タ ク 連 タクシー協会

一般社団法人
全国ハイヤー・タクシー連合会

６

各協会が取りまとめた課題・取組み
を集約・整理
集約・整理した内容を国土交通省本
省・地方運輸局に情報共有するとと
もにサポートに向けた連携を図る

全 タ ク 連

地域の具体的な課題・ニーズを整理

タクシー協会

タクシー協会全 タ ク 連

支援・協力
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地域のタクシー事業者は、過疎化・高齢化が急速に進行する中で地域住民の生活交通を維持するため、乗合タクシーの運行に積極的に取り組ん
でいる。
乗合タクシーについては、従来から、地方運輸局（「運輸支局を含む。」、以下同じ。）の支援・協力を得て、タクシー協会幹部等が自治体を直接訪問
して乗合タクシーの導入等についての提案等を行うなどの取組みを行っているところである。
その取組みを更に強化して、地域が抱える課題の解決に向けた取り組みを計画的に進めていくため、平成３０年度から地方運輸局から支援・協力
を得て、地方運輸局担当官と協動して自治体訪問活動等を行い、自治体との意見交換等を通じて把握した地域交通の課題・ニーズ等について、タ
クシー事業者として貢献できる取り組みをとりまとめた「地域交通サポート計画」を策定する。

地域交通サポート計画とは

地域交通サポート計画に盛り込む事項

地域交通サポート計画策定の主体・進め方

地方運輸局から支援・協力を得て、都道府県タクシー協会が策
定する。
地方運輸局から支援・協力を得て課題解決に向けた取り組み
を作成し、各自治体にタクシー業界からの提案として提出する。
※地域公共交通会議等における検討プロセスによる協議
手順に沿って行った提案を、課題解決に向けた取り組み
に含めることも可能。

・地方運輸局が把握している
地域交通に係る課題を抱える
自治体の情報等を参考に自
治体訪問活動のスケジュール
を作成。

・地方運輸局に対し、地域交通
サポート計画に関する支援・協
力を要請。

・地方運輸局担当官と協働して
自治体訪問。
・地域公共交通会議等を活用し
て課題等を把握することも可。

地方運輸局に支援・協力要請

自治体訪問活動
スケジュール作成

把握した地域の課題等の整理

地域交通サポート計画策定

地方運輸局担当官と協働して
自治体訪問

・自治体・地域住民との意見交
換等を通じて地域の抱える地
域交通の課題・住民のニーズ
等を把握・整理。

・地方運輸局と連携し、把握し
た地域の課題・ニーズの整理
及び課題解決に向けた取り組
みを取りまとめた「地域交通
サポート計画を策定し、自治
体に提案。

地域交通サポート計画策定までの手順

PDCAサイクルに沿った取組み

自治体訪問活動等を通じて把握した地域ごとの課題
・自治体・地域の概要
・交通環境
・抱える課題等
解決に向けた具体的な取組み提案
・運行形態
・運行エリア
・ 使用車両
・運賃形態・予 約方法
・広報
・関係機関調整 等

平
成
三
〇
年
中

平
成
三
一
年
以
降



ぶるべー号（東京都小平市）

乗合タクシー導入事例51

照会先：小平市役所公共交通課
電話 042-346-9814

小平市では、高齢者や子育て中の方の外出支援などを目的に、鉄道や路線バスを補完する、地域内のコンパクトな生活交通を
確立するため、地域協働で検討を重ね、実証実験運行を実施した後、市の北東部地域、北西部地域及び南東部地域でコミュニテ
ィタクシー（定時定路線・定員１０人以下）を運行している。
北東部地域（大沼ルート）と北西部地域（栄町ルート）では、電動リフト付きの福祉車両を使用している。

【運行状況】
・運行主体：（株）トーショー（大沼ルート、鈴木町ルート）、小平交通（有）（栄町ルート）
・運行ルート：○大沼ルート 小平駅入口（小平駅北口）～西武台住宅～大沼公民館・図書館～昭和病院～

大沼公民館・図書館～小平駅入口（小平駅北口）を循環
○栄町ルート 小川駅入口（小川駅西口）～中宿商店街～十三小通り～野火止公園～栄町三丁目～

小川西町～小川駅入口（小川駅西口）を循環
○鈴木町ルート 花小金井駅南口～三中西～氷川通り～天神グランド前～鈴天通り商店街～

光ヶ丘通り商店街～花小金井駅南口を循環

・運賃：大人１５０円、子供８０円（１日乗車券、回数乗車券あり）
・運行車両：ワンボックス車両１台（乗車定員は運転手を除く乗客９名）
・利用対象：一般
・運行日：月曜日から金曜日まで（土曜日、日曜日、休日と、１２月２９日から

１月３日までの年末年始は運休）
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コミュニティバス
（高校生通学ライナー）

路線バス
（福沢線）

三条市デマンド交通
ひめさゆり

幹線路線バス
（八木ヶ鼻温泉線）

※国土交通省資料等から引用

照会先：三条市市民部環境課環境・交通政策係
電話 0256-34-5511 内線715

乗合タクシー導入事例59

市内全域で運行するデマンド交通 「ひめさゆり」

（新潟県三条市）

・バス路線を廃止・縮小し、代わりに、デマンド
交通の停留所を市内約600か所に設置（半径300ｍ
に１か所）

・これにより、高齢者の外出機会を増大。

・自宅や目的地と停留所の間を歩くことにより、
健康増進にもつなげる。

・運行サービスの向上と持続性を確保するため、自
治体による従来の運行経費負担や運賃設定ではな
く、交通事業者や利用者が乗合利用するインセンテ
ィブが働く仕組みとして、乗車人数によって自治体か
ら支払われる金額が上がり、利用者の運賃が安価と
なる基準を導入した。

【運行状況】
・運賃：１人乗車の場合は500円～3,000円

乗合い乗車の場合は1人あたり400円又は800円
・運行車両：セダン型タクシー、ジャンボタクシー
・運行便数・時間：平日約250便運行（平成27年度）、

8:00～18:00
・一運行あたりの走行距離と乗車人数に応じた事業者収入金
額を定め、運行実績に基づき自治体から運行費用を支払う。
・利用者の評価は高い。
・平成27年実績として、乗車人数は1日当たり約300名。
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加賀市乗合タクシー
（石川県加賀市）

市域を３エリアに区分し、平成２８年４月開業の市医

療センターがあるＪＲ加賀温泉駅と各エリアとを結ぶ路
線を設定。

・運行主体：市がタクシー事業者に委託

・運行開始日：平成２７年１０月～

・運行エリア：市全域

・運賃：１回５００円

＊乗車１時間前までに予約が必要

＊各停留地点のほか、病院、ショッピング
センター、金融機関、公共施設といった
あらゆる店舗や施設の前で乗降可

乗合タクシー導入事例68

照会先：加賀市地域交通対策室
電話 0761-72-7831
加賀第一交通（株）
電話 0761-73-1113 １０



北九州空港乗合タクシー

（福岡県北九州市）

運行主体：タクシー事業者７社

運行開始年月日：平成１８年３月～

運賃：右図参照

※事前予約制

・空港と八幡西区、若松区との区間を運行していた
路線バスの撤退による公共交通空白地域について
の北九州市からの支援要請に対応。

・連絡バスの無い早朝・深夜の時間帯の足の確保に
貢献。

・運行７社による北九州空港乗合タクシー推進協議
会を結成。

・地区によっては自宅まで送迎が可能。

乗合タクシー導入事例159

照会先：北九州タクシー協会
電話 093-551-6784 １１



� お客様のニーズに応えるタクシー
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（１）乗合タクシーに対する自治体の認識に温度差

（２）地域公共交通会議等のあり方

地域住民のニーズに柔軟に対応できる乗合タクシーは、これからの地域交通の中核を担うものであるが、乗合タクシーの導
入等に当たっては、次のような課題・問題点がある。

自治体により乗合タクシーに対する認識に温度差がある。また、未だにタクシーを地域公共交通として認識していない自治体
（担当者）も散見される。

①地域公共交通会議自体が未設置の自治体がある。また、設置はされているがタクシー事業者が会議メンバーに選出されて
いない地域もある。

② 地元タクシー事業者に事前に相談・協議もないまま、地域公共交通会議等が開催され自家用有償運送ありきで議論が進ん
でしまうことがある。

③議論が不十分なまま多数決で物事が進められることがある。

１４

（３）地域交通を維持・確保するための財政支援

①中山間地などの過疎地域においては、適切な交通サービスを維持するコストと、利用者個人の負担の限界が見合わない
ケースがほとんどである。地域交通を支えるためには自治体による適切な財政支援が不可欠であるが、財政難を理由に補
助金の削減・打ち切り等が各地で行われている。

②自治体からの補助は、収支差額補填（赤字補填）であることがほとんどであるが、赤字補填では、事業者等の努力により
利用者が増え、収入が増えると補助金額が減らされてしまうなど、事業者の努力にインセンティブが働かない。

（４）タクシー業界が抱える課題

①乗合の事業許可をとる際の法令試験に合格しなければならないが、既に一般乗用旅客運送事業の許可を有しているので
あるから、一定の要件を充たした場合は、試験を免除する等の簡略化ができないか。

②零細事業者にとっては、少額といえども一般乗合旅客運送事業の登録免許税が負担と感じる。
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言葉の不安解消
２０１９年度末までに外国語対応ドライバー１万人に

① 外国語で接遇できるドライバーの採用・養成促進

・ 永住者・留学生や国際業務ビザを活用し、外国語に堪能なドライ

バーやインバウンド対応ドライバーの採用

② 外国人対応研修・認定制度の充実・拡大

・ 諸外国の文化・習慣や挨拶とその対応等について研修

③ 空港・主要駅での利用環境の向上

・ 外国語接遇ドライバー専用乗り場・入構レーンの設置・拡充
④ 多言語音声翻訳システムの導入

・ VoiceTra（29言語対応の音声翻訳システム）等導入

決済の不安解消
２０１８年度末までに３大都市圏においてキャッ

シュレス対応１００％、２０１９年度までに地方部

で対応車両の普及率倍増を目指します。

① キャッシュレス決済への対応
・ クレジットカード、電子マネー・交通ICカー
ド・銀聯カード・Alipay ・Wechatpay対応

② 外国語対応・キャッシュレス決済対応車両の見える化
・ 対応車にステッカ表示（２０１８年度中検討）
【要件】 ・ UDタクシー等大容量ラゲージスペースな車両

・キャッシュレス決済対応
・外国語接遇対応ドライバー乗務
・多言語タブレット搭載

訪日外国人向けタクシーサービス向上アクションプラン概要

訪日中国人を始めとする訪日外国人のニーズに対応するため、①母国と同じタクシー・ハイヤー利用環境づくり
②言葉の不安解消 ③決済の不安解消 ④関係機関・団体と連携したプロモーション活動

母国と同じタクシー・ハイヤー利用環境づくり 言葉・決済の不安解消

訪日外国人がスムーズに日本
のタクシーが利用可能に。

関係機関・団体と連携したプロモーション活動
① 訪日外国人に対するタクシーの利用・予約方法等のプロモーション活動
② ＪＮＴＯと連携した海外プロモーション活動
③ 訪日外国人のニーズに対応した観光・周遊ルートの開発

参考例

多言語対応決済タブレット

② 海外タクシー配車アプリと日本の配車アプリ・タクシー事業者との連携

① 日本の配車アプリの多言語化の普及促進
・ 日本の主要なタクシー配車アプリ・全国タクシーアプリ・らくらくタク
シーアプリ・LINEタクシーアプリでは英語・ 中国語・韓国語に、モタ
クアプリでは英語・中国語に対応済み。また 「スマホdeタッくん」がイ
ンバウンド用英語版「Tokyo Taxi Association –TAKKUN」をリリー
ス。多言語化の更なる普及を図る。

韓国配車アプリ最大手
日本の配車アプリと相互利用開
始予定（2018～）

中国配車アプリ最大手
日本のタクシー会社と提携
予定（2018~）

40カ国語以上対応
・東京においてハイヤー配車業務
提供中。
・兵庫県淡路島でタクシー配車実
証実験予定 (実施時期未定）

タイ・マレーシア・シンガールポール
等東南アジアで配車アプリ最大手

Uber

日本の主要な配車アプリ 海外の主要な配車アプリ

全国タクシー

モタク

スマホdeタッくん

アクションプランの目標年を２０２０年7月から開催される東京オリンピック・パラリンピックまでとしていることから、取り組み可能な対策については2019年度中を目標
に、できるだけ前倒しで実施。また、各協会・事業者は、それぞれの地域の実情等に応じて検討し、実施可能な対策について積極的な取り組みを図る。

平成３０年１月１７日
正副会長会議決定

全国ハイヤー ・
タクシー連合会

※情報セキュリティ対策を
しっかり講じることが前提。
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� 進化するタクシーサービス

１．初乗り距離短縮運賃
・ 東京のタクシー初乗り運賃２㎞ ⇒ 約１㎞４１０円に（Ｈ２９年１月末～）
・ ２㎞以下の利用者が２０％増加するなど「ちょいのり」需要の創出。

２．相乗り運賃
・ 配車アプリを活用して、目的地が近い利用者同士をマッチングし、１台のタクシーに相乗りできるサービス。割安
にタクシー利用が可能に。（Ｈ３０年１月２２日～３月１１日実証実験）

３．事前確定運賃
・ 配車アプリで乗降地を入力すると、マップ上の走行距離・予測時間から運賃を算出し、事前に運賃が確定する
サービス。渋滞やメーターを気にせず安心してタクシーを利用可能に。（Ｈ２９年８月７日～１０月１６日実証実験）

４．ダイナミックプライシング
・ 需要に応じた柔軟なタクシー料金の設定。（変動迎車料金の実証実験（Ｈ３０年１０月１日～１１月３０日実証実
験（変動迎車料金）

５．定期運賃（乗り放題）タクシー
・ 定期券のように対象者・エリア・時間帯等を限定して定額でタクシーを利用できるサービス（Ｈ３０年１０月１日～
１２月２１日実証実験）

６．相互レイティング
・配車アプリ上で、利用者からドライバーを、ドライバーから利用者を評価。優良ドライバーを選択できるように。

７．ユニバーサルデザイン（ＵＤ）タクシー
・ＵＤタクシーの導入促進【平成３２年までに約２８，０００台】新車両の発売（Ｈ２９秋～）

８．タクシー全面広告
・車体への広告掲載場所規制の緩和（例：東京都では条例により、４つドア・屋上のみ広告掲載可能）

９．第二種免許緩和
・車体・運行管理等の安全性向上を前提とした二種免許の取得要件（２１歳以上、経験３年以上）の緩和。

１０．訪日外国人等の富裕層の需要に対応するためのサービス
・高級車両・多言語対応・ＷｉＦｉ設備等ハイグレードなサービス。

１１．乘合タクシー（交通不便地域対策・高齢者対応・観光型等）
・過疎地域等における生活交通の確保。

全国ハイヤータクシー連合会「今後新たに取り組む事項」 平成２８年１０月１２日
正 副 会長会議了承
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